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研究成果の概要（和文）：本研究では熟練を要する専門的人材育成を組織横断的に行うことができるのか，でき
るのであればどのようにアプローチすべきか，という視点でグローバル時代のものづくり技能人材育成における
「ゆるやかな標準化」を模索した．専門性の高い現場では企業同士の壁が高く，標準化には大変な困難がある一
方で，例えばドイツのIndustry4.0は国をあげての世界標準化への取り組みという点で対照的である．ここで人
材育成分野でのゆるやかな標準化を模索することは，わが国の独自性を発揮できる分野となる．そこでわが国固
有の「生産文化」を意識した人材育成のモデルを国際比較分析することで，競争優位性の構築を理論的に支援し
た．

研究成果の概要（英文）：Japanese manufacturing industries face an ever-competitive business 
environment in the global economy. To allow them to continue as a global driving force, they must 
maintain their own capabilities. While changes impelled by Industry 4.0-IoT and AI are expected to 
proceed with unprecedented speed, Japanese manufacturing industries must focus on integration and 
network value systems, for not only hardware but also software-including human resource development.
　In this study, I focus on a cross-functional educational system of experts’ skills as the core of
 Japanese manufacturing industry.
I have concluded that facilitating a loose standard in firms’ educational systems generates greater
 competitiveness of the industry. Therefore, I suggest that personnel training models be developed 
from the viewpoint of manufacturing culture.　Loose standard, thus, may generate the possibility of 
a global standard of human resource development from a manufacturing culture perspective.

研究分野： 経営組織論

キーワード： 人材育成　熟練技能　ゆるやかな標準化　生産文化論　グローバル化　労働市場の変化
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
わが国の熟練を要する職場の多くで「現場

力」低下への懸念があとをたたない．ものづ
くり産業では世代間の職務の伝承がうまく
いかないうちに，ベテランが大量に定年退職
していくという事態に直面するとともに，そ
もそも教えるべき若手人材そのものが，少子
高齢化のなかで減少しはじめており，人材獲
得そのものが難しくなってきている． 
 こうした状況下で，企業の側の対応に目を
向けてみると，たとえば高度熟練を要する工
作機械産業では，「OJT に大きく依存した人
材育成」や「人材育成システムの未整備」の
問題が顕著となっていることが，研究代表者
らの先行研究でわかっている．現場での OJT
は有効な人材育成手法ではあるが，技能伝承
が喫緊の課題となるなかで，加速度的な人材
育成策が，ますます必要不可欠になると考え
られる． 
 一方，熟練現場で学ぶべき技能や知識が高
度であればあるほど，各社独自で人材育成策
を構築せざるを得ない．しかしこれでは各社
がおかれた状況次第で教育にばらつきが生
じたまま，その溝は埋まらず,結果，わが国全
体の競争力の低下につながっていくことは
必至である．そこで教育制度という側面から
アプローチすることが有効であると考えた．
組織横断的に教育システムをモデル化し，こ
れを自社に援用する可能性が生まれれば，業
界全体の底上げにもつながると考えた．研究
開始当初の熟練技能を取り巻くこうした環
境が本研究を進めるうえでの問題意識とな
った． 
 
２．研究の目的 

 
本研究は，熟練を要する専門的人材育成を

組織横断的に行うことができるのか，できる
のであればどのようにアプローチすべきか，
という視点で研究を進めた． 
グローバル時代の技能人材育成はすでに

待ったなしの状態に突入している．たとえば，
ドイツの Industry4.0 の取り組みに見られる
ように，高付加価値型生産体制の構築は，政
府や企業，組合，研究機関など，もはや国を
挙げて取り組むべき課題であり，一企業がク
ローズ体質や自前主義で個別に対応してい
ては，乗り越えることができないところまで
きている．この問題は，ものづくりの優秀性
を担保する人材育成においてもあてはまる
問題といえる． 
そこで，企業を超えた同期的人材育成シス

テム構築が，わが国ものづくり産業の優秀性
を担保するということを明らかにした．この
研究は，最終的には日本の「ものづくり力」
に対する悲観を排し，他国が真似できない領
域としての生産文化を強調し，わが国製造業
の熟練技能の優位性を明確にするものとな
るだろう． 

３．研究の方法 
  
本研究では大きく分けて3つのフェーズで

研究を推進した． 
（１）人材育成を促進・阻害する要因を抽出．
現場管理者へのインタビュー調査によって，
組織横断的な人材育成へのアプローチを予
備調査 
（２）競争優位性と同期的人材育成を同時実
現する「ゆるやかな標準化」概念の整理およ
び現場における人材育成の実践的な事例を
インタビュー及びアンケートにより調査・分
析 
（３）ゆるやかな標準化を可能にする「生産
文化」理論の人材育成への援用と，グローバ
ル競争下にある製造現場の人材育成への適
用可能性の検証 
以上の３つの観点から組織横断的な人材

育成システム構築の可能性を模索した． 
 
４．研究成果 
 
（１）人材育成における「ゆるやかな標準化」
―着眼点の独自性の発見― 
 高齢化によって近い将来，労働人口が減る
ことが予想されるなかで，製造業においては
特に熟練した労働者が減ることに対する危
機感が強く懸念されている．反面，ICT や
IoT といった世界的な流れは競争のあり方の
みならず，業界構造を変容させ，新たな事業
機会と脅威をもたらすとともに，若い人材の
育成や職業訓練にも影響を及ぼすと考えら
れる． 
 グローバル経済のなかで，こうした脅威に
さらされているのはわが国だけではもちろ
んない．とりわけ世界的な注目を集めている
の は ド イ ツ の Industry4.0 で あ る ．
Industry4.0 とは，ドイツ政府が産学官の総
力を結集し，2011 年から推進してきたものづ
くりの高度化を目指す高度技術戦略プロジ
ェクトで，ドイツ語で Industrie4.0 は第 4 次
産業革命を意味し，そのなかでドイツはイニ
シアチブをとろうとしている． 
情報通信技術と生産技術を統合するのが

Industry4.0 のコンセプトである．たとえば
自動化技術やシステム最適化における革新
を，企業の境界を超えて協力体制を構築し，
共通化・標準化することで価値創造ネットワ
ークを作り出し，これを１つのビジネスモデ
ルとしてものづくり国家としての強さにつ
なげていこうとしている． 
翻ってわが国では，部品の共通化や作業の

標準化は各社独自の取り組みとして積極的
に行われてきたものの，企業間ではこうした
共通化・標準化の取り組みによる連携は，企
業や工場のクローズ体質や自前主義などか
ら全く進んでいない．そもそもわが国の企業
では，社員の流動性が低いうえに一人前にな
るには 10 年から 15 年かかるといわれ，自身
の技能について社外と比較する機会はめっ



たになく，その必要性もほとんどない．加え
て，連携を主張したとたんに，技術流出やセ
キュリティの問題などが噴出し，特に日本の
製造業が海外展開を拡大するほど，こうした
リスクが顕在化し，後発企業の技術のただ乗
りを許してしまう可能性もある．こうした懸
念が，組織横断的な連携の阻害要因となって
いる． 
製造業の競争力が新興国の台頭によって

相対的に落ちているのはドイツも日本も同
じである．中小企業が多い産業構造も，勤勉
な国民性も，よく似ている．しかしドイツ政
府が Industry4.0 を政策の一部として掲げた
理由は，標準化やものづくりのためのフレー
ムワークづくりを国をあげて行うことで，熾
烈なグローバル経済のなかで，もはや各企業
ごとに戦っていたのでは成しえない競争優
位性の確保を，大連携によって可能にしてい
こうとすることにある．この大連携から生ま
れた高付加価値製品のみならず，製造過程で
構築されたシステムが世界のものづくりの
標準システムとして浸透していくことが，ド
イツの真の狙いであるならば，日本のものづ
くりは今後，大きく水をあけられる結果にな
るのは容易に想像できる． 
そこで，専門性の高いものづくり現場では
企業同士の壁が高く，その困難性から未着手
のままであった人材育成や技能伝承に関す
る領域の標準化について，「ある範囲のなか
で，それぞれの事情に合わせて独自に変更す
ることが許される標準」と定義される「ゆる
やかな標準化」の概念が，熟練を要する技能
人材育成のモデル化を実現する可能性があ
ることを明らかにした． 
 
（２）生産文化論からの標準化アプローチ 
人を含む生産システムは，その主体が人間

であるために設計図通りに動かない反面，ど
のような生産システムにも自在に変容する
ことが可能であり，この点で未知の状況への
対応力が備わっているともいえる．こうした
日本的なものづくりを掘り下げていくと，ヒ
トのばらつきから生じるわが国ものづくり
の独自性が「生産文化」の違いによっても生
じていることが理解される． 
「生産文化」と称される学術・技術領域の

研究は，1990 年代初頭から欧州，特にドイツ
を中心として話題になってきたもので，その
学問体系は未整備であり，用語そのものもい
まだ確定していない．しかし伊東(1997)によ
れば，生産文化は，①製品そのもの，②生産
プロセス，ならびに③生産マネジメントと組
織，の各々に存在しているといわれている． 
 そもそも生産文化の概念が生まれてきた
背景には，国際化の進展する環境の中で，競
争力のある高付加価値製品を産出すること
が求められるようになってきたことと密接
に関係していると伊東は指摘している．「高
付加価値製品の概念は，個体差や感性対応製
品，さらには工芸品的製品で具現化されるで

あろうもので，人間の勘やひらめき，感性な
ど定量化しにくい設計因子を多く含む製品
である」と述べられているように，感性など
国や民族によって大きく異なる要素は，生産
文化に密接に関連しているといえるだろう． 
 日本のものづくりに固有の「生産文化」を
明らかにすることは，「ある範囲のなかで，
それぞれの事情に合わせて独自に変更する
ことが許される標準」としての「ゆるやかな
標準化」要素を提示することにつながると考
えられる．今後，一層のグローバル化が避け
られない経営環境下で，生産活動の国際化へ
の対応を考えていくうえでも，生産文化の考
え方は生産現場のみならず日本のあらゆる
企業の現場において援用しうる人材育成の
ゆるやかな標準になると考えられる． 
 
（３）生産文化の国際比較調査からの示唆 
人材育成のなかで「生産文化」の違いを整

理し，ゆるやかな標準化として提示していく
試みを国際比較調査によって行った．対象と
したのはベトナムである．技能実習生の受け
入れ人数が右肩上がりに増えているという
ことのみならず，日本企業の進出先としての
魅力の観点からも技能人材としてのベトナ
ム人の生産文化と日本人のそれとを検討し
ていくことは有意義であると考えたからで
ある． 
ベトナム日系企業２社で日本人管理者へ

のインタビュー調査とベトナム人社員への
アンケート調査を行った結果，日本人とベト
ナム人との間の「生産文化」の違いが抽出さ
れた．まず日本人との共通点としては，手先
の器用さ／職人気質／粘り強い／繊細なも
のの見分け，といったことがあげられた．こ
れらの点は，ものづくりにおいて品質を保証
するという意味でも重要なことと考えられ
る．一例をあげると視覚では日本人と比較的
近い判別能力を有しており，製品の検査段階
で大いに能力が発揮されるといったことで
ある． 
また相違点としては，日本人では当たり前

ともいえる，納期／時間感覚／美醜の判断／
計画性／判断能力／リスクへの備え，といっ
た要素が欠落しているということだった．こ
れらの点は社員教育によって指導している
部分もあるが，徹底するには相当の労力と給
料による動機づけなど，苦労が多いことが分
かった．現地の従業員をどう教育していくか
といった問題には日本人の教育以上に多く
の時間を有したことも調査からわかった．こ
れについては日本人管理者へのインタビュ
ーからも，進出国の事情に対する経験的知識
の重要性が多く聞かれた． 
さらにベトナム人を雇用していくうえで

のメリットは，未来に明るいイメージをもっ
ていること／労働年齢が若いこと／純朴な
こと，があげられた．国自体が発展途上にあ
るため将来に対する明るい希望をもつ若者
が工場の雰囲気を作っていることも工場の



設備投資に少なからず貢献したということ
だった．こうした要素は，一緒に仕事をして
いくうえで日本人がベトナム人から受ける
好ましい影響力となりうることが分かった． 
国によって異なる環境のなかで生成され

る「生産文化」を比較してみると，その国の
文化や風土，メンタリティなどいずれの要素
も簡単に模倣できるものではない．国ごとに
異なる模倣困難な強みとしての生産文化を
グローバル競争のなかで尊重しつつ，教育現
場で標準化していくことができれば，日本の
技能の優秀性と同時に，当該国の生産文化か
ら生じる優秀性も同時に取り込むことが可
能になると考えられる． 
 

（４）おわりに 
 本研究の目的であった「熟練を要する専門
的人材育成を組織横断的に行うことができ
るのか，できるのであればどのようにアプロ
ーチすべきか」という視点は，「生産文化」
に着目した「ゆるやかな標準化」によって可
能になることが明らかにできた． 
ものづくり企業にとって標準化作業は，各

社固有のアプローチがあり，意見集約に時間
を要するうえに，グローバル競争の観点から
も非常にセンシティブな性格を帯びている
ため，決して容易なものではない．しかしわ
が国がいま，何もせず傍観者でいることもま
た危険なことといわざるを得ない．そこで，
わが国の優秀性を担保してきた熟練技能人
材の育成領域において，人づくりのゆるやか
な標準化を行っていくことが，今後，日本の
製造業が国際競争力を高めていくために有
効な手段になると考えられる． 
本研究当初に想定していた以上の急速な

人材不足を抱える日本企業において，もはや
人材育成の問題は国内にとどまらない．「生
産文化」の概念を用いた「ゆるやかな標準化」
は，組織横断的な人材育成の標準モデルとし
て，個別企業の独自性を保ちながらわが国製
造業の競争優位性の源泉となるだろう．と同
時に，グローバルに人材を活用する際にも，
生産文化の違いを理解した人材育成が現場
にプラスの影響を与えることになることを
予見するものである． 
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